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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

    (1）連結経営指標等

回次 第13期中 第14期中 第15期中 第13期 第14期

会計期間

自平成19年
４月１日
至平成19年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高 （千円） 4,521,825 － 3,504,9649,177,9768,170,338

経常利益又は経常損失

（△）　
（千円） 17,857 － 76,099 141,572△192,252

中間（当期）純損失

（△）
（千円） △67,510 － △41,582△579,070△403,584

純資産額 （千円） 1,160,464 － 143,095 650,976 206,769

総資産額 （千円） 4,090,530 － 2,764,5243,631,8902,981,939

１株当たり純資産額 （円） 32,432.65 － 4,883.1315,157.361,385.02

１株当たり中間（当期）

純損失金額（△）
（円） △2,304.20 － △1,419.02△19,762.67△13,772.34

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 23.2 － 5.2 12.2 1.4

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 51,673 － 253,930 172,773△159,244

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △38,303 － △28,171 △61,095 △86,776

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 76,919 － △1,235 151,224 50,781

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高
（千円） 1,074,466 － 1,276,3631,247,0801,051,840

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 203

(62)

－

(－)

    164

(56)

198

(57)

196

(58)

（注）１．第14期は四半期報告書を提出しているため、第14期中間連結会計期間につきましては記載しておりません。

　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　３．第13期中間連結会計期間及び第13期連結会計年度並びに第14期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額につきましては、潜在株式は存在するものの１株当たり中間（当期）純損失であるため

記載しておりません。また、第15期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につきま

しては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第13期中 第14期中 第15期中 第13期 第14期

会計期間

自平成19年
４月１日
至平成19年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高 （千円） 3,218,486 － 2,841,9426,563,3326,091,235

経常利益 （千円） 84,569 － 25,745 240,287 75,750

中間純利益又は中間（当

期）純損失（△）
（千円） 43,886 － △55,955△706,866△375,311

資本金 （千円） 360,680 － 360,680 360,680 360,680

発行済株式総数 （株） 29,304 － 29,304 29,304 29,304

純資産額 （千円） 1,207,499 － 25,479 456,746 81,435

総資産額 （千円） 3,395,751 － 2,491,6682,657,3902,614,462

１株当たり純資産額 （円） 41,205.97 － 869.4715,586.482,778.97

１株当たり中間純利益金

額又は中間（当期）純損

失金額（△）

（円） 1,497.89 － △1,909.50△24,124.14△12,807.51

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額

（円） 1,487.28 － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 35.6 － 1.0 17.2 3.1

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 103

(11)

－

(－)

92

(3)

96

(11)

99

(10)

（注）１．第14期は四半期報告書を提出しているため、第14期中間会計期間につきましては記載しておりません。

　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　３．第13期事業年度及び第14期事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式は

存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。また、第15期中間会計期間の潜在株

式調整後１株当たり中間純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

２【事業の内容】

株式会社デジタルスケープ（以下、「当社」という。）の親会社は、株式会社イマジカ・ロボット ホールディング

スであります。平成21年３月23日から平成21年５月７日の間に実施された同社による当社株式等の公開買付けの結

果、同社は当社の発行済株式総数の91.3％を保有することとなり、平成21年５月14日付で新たに当社の親会社となり

ました。また、平成21年５月21日、同社を完全親会社、当社を完全子会社とする株式交換を行うことを決定し、両社間で

株式交換契約を締結した結果、平成21年７月１日付で当社は同社の完全子会社となりました。

当社グループは、当社及び連結子会社４社で構成されており、デジタルクリエイターとＩＴエンジニアに特化した

人材コンサルティング事業及びコンテンツ制作事業、メディア事業、デザインツール・コンテンツサプライ事業並び

にその他事業を展開しております。コアビジネスである人材コンサルティング事業は主に、インターネット、ゲーム・

ＣＧ、放送、映像、プロダクト、ＤＴＰ、ＩＴの各業界企業に対して人材派遣・請負サービス、人材紹介サービス及びト

レーニングサービスを提供しております。 
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３【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、株式会社バウハウス・エンタテインメントは、平成21年10月１日付で、当社を存続会社とする吸収合併を

行ったため、同日付で解散いたしました。

　また、株式会社インターアクティブデザインは、平成21年９月30日開催の同社臨時株主総会において解散及び清算

することを決議し、同社の全事業は平成21年10月１日付で株式会社ＩＭＡＧＩＣＡイメージワークスへ譲渡いたし

ました。

　さらに、株式会社ワークスコーポレーションは、平成21年10月23日付で当社が所有する株式をすべて売却したた

め、同日付で連結子会社ではなくなりました。　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称  従業員数（人）

 人材コンサルティング事業
59

  (2)

 コンテンツ制作事業
33

 (45)

 メディア事業
27

 (－)

 デザインツール・コンテンツサプライ事業
15

 (8)

 その他事業
9

 (－)

 全社（共通）
21

 (1)

合計
164

(56)

 （注）１. 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

　　　　　 ります。

     ２. 従業員数が前連結会計年度末に比べ32名減少いたしましたのは、主に子会社における退職及び契約社員の契

         約期間満了等によるものであります。
　
(2）提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 92 (3)

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。
　
(3）労働組合の状況

当社には労働組合はありません。なお、労使関係については良好であります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

　　当社グループは、前期に四半期報告書を提出しているため、前年同期の数値、増減及び前年同期比は、参考として記載

しております。(以下、「２　生産、受注及び販売の状況」及び「７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の分析」においても同じ。)　

(1）業績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業の設備投資や住宅建設など一部に景気の底入れの兆しは見られ

るものの、足元や先行きの経済情勢は依然として厳しく、特に完全失業率が過去最高水準に達するなど、雇用情勢を

中心に一段と厳しさを増しています。

2008年度におけるデジタルコンテンツの市場規模は5兆8,964億円（前年比5.9％増）（出所：財団法人デジタル

コンテンツ協会「デジタルコンテンツ白書２００９」）となり、コンテンツ産業全体が停滞する中、デジタルテレビ

の普及、インターネットや携帯電話によるコンテンツの利用増を背景に、マーケットの裾野は広がりを見せておりま

す。その一方で、技術革新やユーザーの嗜好の変化が激しく、事業のサイクルは非常に短いものになっております。こ

うした市場動向の変化に対応するには、多様なメディアに対し革新的な技術サービスを提供できるよう、新規技術導

入や事業体制の整備、顧客企業からのニーズに対応する優秀な人材の育成と魅力あるサービスの提供に取り組むこ

とが、より一層重要になっております。こうした中、当業界におけるデジタルクリエイターの需要は益々高まってお

ります。当中間会計期間におきましては、長引く不況の影響で企業の広告活動に係る費消が抑制されていることに

よって対企業向けデジタルコンテンツへの投資は冷え込んでいるものの、9,000万人を超えたインターネット利用者

数や、ネット接続可能な大画面テレビやゲーム機器の普及等を背景に、対消費者向けデジタルコンテンツへの投資意

欲は依然旺盛で、人材ニーズは今後も堅調に推移するものと予測しております。

このような環境のもと、当社グループは、「付加価値の高いコンテンツを必要とする顧客に対し、優れたクリエイ

ターの供給と企画・制作を行うプロフェッショナル集団になる」という新ビジョンのもと、主力である人材コンサ

ルティング事業を中心として、サービス内容の強化や拡大を推進してまいりました。

当中間連結会計期間の連結業績におきましては、売上高につきましては、コンテンツ制作事業のうち株式会社バウ

ハウス・エンタテインメントを中心としたゲームの制作受託が増加したものの、主力である人材コンサルティング

事業のうち、人材派遣・請負サービスにおける派遣稼動者数の伸び悩みや、人材紹介サービスにおける斡旋数の激

減、デザインツール・コンテンツサプライ事業における厳しい市場環境による不振の影響等により3,504,964千円

（前年同期比14.9％減）となりました。

一方、営業損益及び経常損益につきましては、売上高減収による売上総利益の落ち込みはあったものの、人件費を

中心とした固定費の削減及び抑制等により、営業利益85,819千円（前年同期は営業損失108,273千円）、経常利益

76,099千円（前年同期は経常損失116,443千円）となりました。

中間純損益につきましては、主に投資有価証券評価損やデザインツール・コンテンツサプライ事業における減損

損失の計上等の特別損失を105,417千円計上したことが響き、中間純損失41,582千円（前年同期は中間純損失

115,916千円）となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

      ① 人材コンサルティング事業

a) 人材派遣・請負サービス

人材派遣・請負サービスにつきましては、平成21年９月30日現在の派遣登録者数は18,945人（前年同期比

10.5％増）、派遣稼動者数は899人（同16.1％減）となりました。Ｗｅｂソリューション職種におきましては、ＥＣ

サイトやキャンペーンサイトの制作ニーズは比較的堅調に推移しているものの、長引く不況により顧客企業の広

告宣伝費抑制によるコーポレートサイトや求人サイトを中心とした制作ニーズの減少、及びその案件数の低下、さ

らにそれに伴う市場競争の激化の影響等により派遣稼動者数が前年同期比で伸び悩みました。また、ゲームエンタ

テインメント職種におきましては、当社の派遣スタッフがより多く関わる新作ゲーム開発においては開発スター

トの遅れや内製による開発が主流となり減少傾向にある一方、社外制作が主流であるシリーズタイトル作品の制

作意欲は旺盛で、その結果、当社におきましても制作受託へ積極的にシフトする動きが高まった結果、前年同期に

比べ派遣稼動者数が減少いたしました。この結果、売上高は2,247,978千円（同14.9％減）となりました。
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b) 人材紹介サービス

人材紹介サービスにつきましては、前年同期におきましては、顧客企業の雇用ニーズが堅調であったものの、昨

秋以降の景気の急速な減速を受け、特にＷｅｂ系顧客企業の雇用ニーズの低下の影響等で、有料職業紹介による斡

旋が減少いたしました。さらに、前年４月にデジタルハリウッド株式会社との間で締結した「クリエイターズエー

ジェント」の共同運営に関する業務提携を本年３月末日をもって解消いたしました。この結果、売上高は32,748千

円（同72.0％減）となりました。

　

c) トレーニングサービス

トレーニングサービスにつきましては、主に派遣登録者向けの有料トレーニングのほか、企業の新入社員向けに

カスタマイズした有料トレーニングを実施いたしました。この結果、売上高は5,628千円（同24.2％増）となりま

した。

　

② コンテンツ制作事業

コンテンツ制作事業につきましては、人材派遣・請負サービスにて取引を行っている顧客からのＷｅｂサイト

やゲームの制作受託を行いました。特に、株式会社バウハウス・エンタテインメントにおきましては、顧客企業常

駐型の大型案件を獲得したこと及び顧客企業による人材派遣から受託へシフトする動きの高まりにより、制作受

託が増加いたしました。この結果、売上高は471,012千円（同59.3％増）となりました。

なお、株式会社バウハウス・エンタテインメントは平成21年10月１日付で、当社と合併いたしました。昨今、当社

のゲーム会社への営業活動におきましては、顧客ニーズの多様化により、人材派遣、受託、常駐受託など、派遣と受

託が混在することから、本合併によって、企画・制作・開発業務に特化した同社を統合し、迅速で適切な受注体制

を構築することで、顧客ニーズに応えたより強固な事業展開を推進し、企業価値の向上を進めてまいります。

また、株式会社インターアクティブデザインは平成21年10月１日付、同社の全事業を株式会社ＩＭＡＧＩＣＡイ

メージワークスへ譲渡し、同社は解散及び清算することといたしました。

　

　③ メディア事業

メディア事業につきましては、株式会社ワークスコーポレーションにおいて月刊誌ＤＴＰＷＯＲＬＤの休刊や

広告収入減の影響で売上高は前年同期に比べ伸び悩みました。この結果、売上高は175,205千円（同29.2％減）と

なりました。

なお、平成21年10月23日付で当社が所有する株式会社ワークスコーポレーション株式をすべて売却したことに

より、同日付で同社は連結子会社ではなくなりました。　　　

　

　④ デザインツール・コンテンツサプライ事業

デザインツール・コンテンツサプライ事業につきましては、 株式会社マルチビッツにおきまして、当社の顧客

である美大や専門学校を中心とした教育機関及びその学生・生徒へのデジタルコンテンツの直販が増加したもの

の、求人メディアの業界全般的な不振の影響を多大に被ったクリエイティブサポート事業の低迷や、市場環境の冷

え込みに起因する顧客企業の買い控え等により、売上高は533,725千円（同28.2％減）となりました。

　

⑤ その他事業

a) アウトソーシングサービス

アウトソーシングサービスにつきましては、主にメール配信サービスやＷｅｂサイトの運用保守等を行いまし

た。この結果、売上高は29,275千円（同53.2％減）となりました。　

　

b) その他サービス

その他サービスにつきましては、主に教育機関向けのトレーニング及び講座支援並びに企業の研修請負業務等

を行いました。この結果、売上高は9,389千円（同98.9％増）となりました。

　

(2）キャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は1,276,363千円となり、前

連結会計年度末と比較して224,522千円（21.3％）の増加（前年同期比26.7％増）となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において、営業活動の結果獲得した資金は253,930千円（前年同期は37,901千円の使用）と

なりました。これは主に売上債権の減少350,059千円及び法人税等還付69,086千円による資金の増加、仕入債務の

減少64,408千円及びたな卸資産の増加54,930千円による資金の減少等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において、投資活動の結果使用した資金は28,171千円（前年同期比62.6％減）となりまし

た。これは主に、敷金支払による支出16,635千円及びソフトウェア等の無形固定資産の取得8,728千円等によるも

のであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において、財務活動の結果使用した資金は1,235千円（前年同期比99.0％減）となりまし

た。これは主に、短期借入金の増加120,000千円及び長期借入金の返済による支出120,777千円等によるものであり

ます。

　

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当社グループが行う事業は、提供するサービスの性格上、生産実績の記載に馴染まないため、当該記載を省略して

おります。

　

(2）受注状況

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高 (千円)前年同期比（％） 受注残高 (千円)前年同期比（％）

 コンテンツ制作事業 370,028 119.2 183,218 100.6

　

(3）販売実績

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類ごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類
当中間連結会計期間

（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

構成比
（％）

対前年同期比増減率

（％）

　 人材派遣・請負サービス （千円） 2,247,97864.1 △14.9

　 人材紹介サービス （千円） 32,748 0.9 △72.0

　 トレーニングサービス （千円） 5,628 0.3 24.2

人材コンサルティング事業 （千円） 2,286,35565.3 △17.2

コンテンツ制作事業 （千円） 471,012 13.4 59.3

メディア事業 （千円） 175,205 5.0 △29.2

デザインツール・コンテンツ

サプライ事業
（千円） 533,725 15.2 △28.2

　  アウトソーシングサービス （千円） 29,275 0.8 △53.2

　  その他サービス （千円） 9,389 0.3 98.9

 その他事業 （千円） 38,665 1.1 △42.6

合計 （千円） 3,504,964100.0 △14.9

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上の相手先が存在しないため、主な相手先別の販売実績

等の記載は省略しております。
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なお、株式会社デジタルスケープ単体における当中間会計期間の販売実績を事業の種類ごとに示すと、次のとお

りであります。

事業の種類
当中間会計期間

（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

構成比
（％）

対前年同期比増減率

（％）

　 人材派遣・請負サービス （千円） 2,364,97683.2 △13.5

　 人材紹介サービス （千円） 32,748 1.2 △72.1

　 トレーニングサービス （千円） 5,628 0.2 24.2

人材コンサルティング事業 （千円） 2,403,35384.6 △15.9

コンテンツ制作事業  (千円） 399,550 14.1 134.9

　  アウトソーシングサービス  (千円） 29,500 1.0 △52.9

　  その他サービス  (千円） 9,538 0.3 82.7

その他事業 （千円） 39,038 1.3 △42.4

合計 （千円） 2,841,942100.0 △8.2

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。引き続き「収益

力の強化」について、当社の親会社である株式会社イマジカ・ロボット ホールディングスとの既存事業と親和性の

高い領域における協業等を図ることにより相乗効果を発揮させ、実現させていく所存であります。

 

４【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

５【経営上の重要な契約等】

  （1）株式交換契約の概要

　当社は、平成21年5月21日開催の取締役会において、株式会社イマジカ・ロボット ホールディングス（以下、「イマ

ジカ・ロボット ホールディングス」といいます。）を株式交換完全親会社とし、当社を株式交換完全子会社とする株

式交換（効力発生日平成21年７月１日。以下、「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、同日付で株式交換

契約を締結いたしました。

　①　株式交換による完全子会社化の目的

  イマジカ・ロボット ホールディングス及び当社は、環境変化が激しい映像関連・デジタルコンテンツ業界の

中で勝ち抜き、各々の事業展開をより一層強化するために、両社がグループとして一体となって事業拡大を図

り、各々の経営資源等を相互に補完・有効活用することが最良の選択であるという認識に至り、そのためには、

より一層の迅速かつ柔軟な意思決定の実現や、両社一体となった経営戦略の策定・遂行を円滑に実現すること

が必要不可欠と考え、両社がかかる目的を達成するため、同社による当社の完全子会社化が必要と考えておりま

す。

　同社は、本公開買付けにおいて同社が当社の発行済株式の全てを取得できなかった場合には、原則として、同社

を完全親会社、当社を完全子会社とする本株式交換の方法により、当社の発行済株式の全てを取得し、当社を完

全子会社化することを予定しておりました。

  かかる経緯を踏まえ、同社及び当社は、本公開買付けの応募結果及びその他の状況を慎重に検討した結果、予

定どおり本株式交換を実施すること、また、本公開買付けに応募しなかった当社の株主に投下資本回収の機会を

提供するため、本株式交換に際しては、当社の株主に対して、当社普通株式１株につき本公開買付けの買付け価

格と同一の金銭を交付することで合意し、本株式交換契約を締結いたしました。

　

②　株式交換効力発生日

　平成21年７月１日
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③　株式交換の方法

  平成21年５月21日に締結した株式交換契約書に基づき、平成21年７月１日を本株式交換の効力発生日として、

効力発生日の前日における最終の株主名簿に記載された当社の株主（イマジカ・ロボット ホールディングス

を除きます。以下同じ。）が保有する全ての当社の普通株式をイマジカ・ロボット ホールディングスに移転さ

せ、当社の株主に対し、その対価として金銭を交付いたしました。これにより、当社は同社の完全子会社となりま

した。なお、本株式交換については、同社は簡易株式交換（会社法第796条第３項）、当社は略式株式交換（会社

法第784条第１項）の規定により、それぞれ株主総会の承認を得ないで株式交換手続きを行いました。

　

④　算定根拠

  イマジカ・ロボット ホールディングス及び当社は、本公開買付けの結果を受け、本公開買付価格算定のため

の株主価値評価時点以降における当社の財務状況及び経営成績の状況を検討し、本公開買付価格算定の際に

行った当社の株主価値の評価結果に重大な影響を及ぼす事象が発生していないことを確認の上、本公開買付け

の応募株式数等の結果、当社の市場株価の動向、本公開買付け及び本株式交換を通じての当社の株主間の公平等

を検討した上で、両社間で協議を行った結果、本株式交換に際して交付される金銭の額を、当社の普通株式１株

につき本公開買付価格と同額である12,000円とすることで合意いたしました。なお、本株式交換において交付さ

れる金銭の額を決定するにあたり、算定機関の意見は聴取しておりません。

　

⑤　イマジカ・ロボット ホールディングスの概要

商号　　　　　　株式会社イマジカ・ロボット ホールディングス

本店所在地 　 　大阪府大阪市北区同心１丁目８番14号

代表者の氏名　　代表取締役社長　長瀬文男

資本金　　　　　2,740百万円

事業内容　　　　映像技術サービス事業、映像ソフト事業、放送事業、映像システム事業

 

（2）合併契約

  当社は、連結子会社である株式会社バウハウス・エンタテインメントと、平成21年10月１日付で合併いたしました。

  詳細は、「第５　経理の状況　１　中間連結財務諸表等　(1)　中間連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記

載のとおりであります。

　

（3）事業譲渡契約

  当社は、平成21年９月19日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社インターアクティブデザイ

ンの全事業を平成21年10月１日付で株式会社ＩＭＡＧＩＣＡイメージワークスへ譲渡することを決議いたしました。

　詳細は、「第５　経理の状況　１　中間連結財務諸表等　(1)　中間連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載

のとおりであります。

　

（4）子会社株式の売却に関する契約

  当社は平成21年10月23日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社ワークスコーポレーションの全株式

を株式会社ボーンデジタルへ売却することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、同日付で譲渡を行っておりま

す。

　詳細は、「第５　経理の状況　１　中間連結財務諸表等　(1)　中間連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載

のとおりであります。

　

　

６【研究開発活動】

該当事項はありません。　 
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は、原則として中間連結財務諸表及び中間財務諸

表に基づいて分析した内容であります。なお、文中の将来に関する事項は、半期報告書提出日（平成21年12月25日）

現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの中間連結財務諸表及び中間財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して作成しております。その作成には経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用

の報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて過去の実績

等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異な

る場合があります。

　当社グループは、特に次の重要な会計方針が、中間連結財務諸表及び中間財務諸表作成における重要な見積りの判

断に大きな影響を及ぼすと考えております。

① 貸倒引当金の計上基準

当社グループは、売上債権等の貸倒損失に備えて回収不能となる見積額を貸倒引当金として計上しております。

将来、顧客の財務状態が悪化し、支払能力が低下した場合には、引当金の追加計上または貸倒損失が発生する可能

性があります。

② 固定資産の減損処理

当社グループが保有する固定資産につきまして、収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった場合、固

定資産の減損処理を行っております。なお、当中間連結会計期間において、一部資産グループに属する固定資産の

減損処理を行い、減損損失として44,990千円を計上しております。これ以外の資産グループに属する固定資産につ

いて減損処理が必要なものはありませんが、将来、当資産グループの業績不振により、減損損失を計上する可能性

があります。

③ 繰延税金資産の回収可能性の評価

当社グループは、繰延税金資産の回収可能性の評価に際して、将来の課税所得を合理的に見積っております。繰

延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存しますので、その見積額が減少した場合は繰延税金資

産が減額され、税金費用が計上される可能性があります。

(2) 経営成績の分析

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業の設備投資や住宅建設など一部に景気の底入れの兆しは見ら

れるものの、足元や先行きの経済情勢は依然として厳しく、特に完全失業率が過去最高水準に達するなど、雇用情

勢を中心に一段と厳しさを増しています。このような経済状況の下、当中間連結会計期間の業績は、売上高

3,504,964千円（前年同期比14.9％減）、営業利益85,819千円（前年同期は営業損失108,273千円）、経常利益

76,099千円（前年同期は経常損失116,443千円）、中間純損失41,582千円（前年同期は中間純損失115,916千円）

となりました。

特に、中間純損益につきましては、前年同期及び前期末に引き続いて純損失を計上いたしました。これは、主に、

投資有価証券評価損の計上や、連結子会社の事業における減損損失の計上等、特別損失を計上したことが原因であ

ります。

① 売上高

当中間連結会計期間の売上高は3,504,964千円（前年同期比14.9％減）でありますが、そのうち、人材コンサル

ティング事業売上が2,286,355千円（同17.2％減）と全売上の65.3％を占めております。人材コンサルティング事

業売上を事業のサービス別に分類すると、人材派遣・請負サービスが2,247,978千円（同14.9％減）、人材紹介

サービスが32,748千円（同72.0％減）、トレーニングサービスが5,628千円（同24.2％増）となっております。そ

の他、コンテンツ制作事業売上が471,012千円（同59.3％増）、メディア事業売上が175,205千円（同29.2％減）、

デザインツール・コンテンツサプライ事業売上が533,725千円（同28.2％減）、その他事業売上が38,665千円（同

42.6％減）となっております。

なお、人材派遣・請負サービスにつきまして、延べ派遣人数における派遣職種別割合は、Ｗｅｂソリューション

職種が45.1％（前年同期は47.9％）、エンタテインメント職種が49.0％（同46.6％）、その他職種が5.9％（同

5.5％）となっております。
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② 販売費及び一般管理費の分析

当中間連結会計期間の販売費及び一般管理費は789,306千円（前年同期比27.4％減）であり、当連結会計年度の

売上高に占める販売費及び一般管理費率は、22.5％（前年同期は26.4％）となっております。

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

 　　 ① キャッシュフローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、税金等調整前中間純損失の計上

や仕入債務の減少等による営業キャッシュ・フローの減少があったものの、売上債権の減少や法人税等の還付によ

る営業キャッシュ・フローの増加が寄与し、1,276,363千円（前年同期比26.7％増）と大幅に増加しました。

なお、営業活動の結果獲得した資金は253,930千円（前年同期は37,901千円の使用）となりました。

② 資金需要について

 　　　 当社グループの必要資金につきましては、営業活動により生み出されるキャッシュ・フローの他、外部からの借入等

を慎重に検討し、対応していく方針であります。また、財務体質強化のため、有利子負債についても引き続き削減に

努めてまいります。　
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２【設備の新設、除却等の計画】

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000

計 48,000

　

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数（株）

（平成21年９月30日）
提出日現在発行数（株）
（平成21年12月25日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,304 29,304 非上場

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 29,304 29,304 － －

（注）　　当社は、平成21年５月21日に株式会社イマジカ・ロボット ホールディングスと株式交換契約を締結しその結

果、効力発生日である平成21年７月１日をもって同社の完全子会社となりました。

　　　　　このため大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マケット「ヘラクレス」の株式上場廃止基準に従って、平成21年6月

22日付で上場廃止となりました。

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年４月１日～ 

平成21年９月30日
－ 29,304 － 360,680 － 96,066

　

（５）【大株主の状況】

平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社イマジカ・ロボット 

ホールディングス　
大阪府大阪市北区同心１丁目８番14号 29,304 100.00

計 － 29,304 100.00

(注)　  前事業年度現在親会社及び主要株主であったカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社は、当中間期末で

は当社の親会社及び主要株主ではなくなり、株式会社イマジカ・ロボット ホールディングスは、当中間期末

では当社の親会社及び主要株主となりました。

　

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   29,304 29,304 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 29,304 － －

総株主の議決権 － 29,304 －

　

②【自己株式等】

　　該当事項はありません。
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２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 11,990 11,890 11,900 － － －

最低（円） 11,340 11,400 11,700 － － －

（注）　１．最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マケット「ヘラクレス」におけるものであります。

　　　２．平成21年６月22日付で上場廃止し、株式会社イマジカ・ロボット ホールディングスの完全子会社となったこと

に伴い、最終取引日である６月19日までの株価について記載しております。　

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
管理担当（兼）

最高財務責任者
常務取締役

管理担当（兼）

最高財務責任者
篠原　淳 平成21年10月23日　
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　

(3) 前中間連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は中間連結財務諸表を作成していないた

め、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書については、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。

　　なお、比較のために参考情報として前第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）の四半期連結貸借対照表並

びに前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）の四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書を「1　中間連結財務諸表等」の「(2)その他」に記載しております。

　　また、前中間会計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は中間財務諸表を作成していないため、以

下に掲げる中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書については、前中間会計期間との対比

は行っておりません。

　

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）の中

間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより中間監査を受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１

日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。　
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１【中間連結財務諸表等】
（１）【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

（単位：千円）

当中間連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 1,276,363

※2
 1,051,840

受取手形及び売掛金 815,927 1,156,091

たな卸資産 147,336 92,400

繰延税金資産 28,984 85,232

その他 52,743 114,887

貸倒引当金 △4,216 △6,446

流動資産合計 2,317,139 2,494,004

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 16,976 30,059

工具、器具及び備品（純額） 13,776 25,029

リース資産（純額） － 299

有形固定資産合計 ※1
 30,752

※1
 55,389

無形固定資産

ソフトウエア 50,940 88,932

のれん 1,422 2,133

その他 2,790 1,500

無形固定資産合計 55,153 92,566

投資その他の資産

投資有価証券 46,410 93,594

長期貸付金 14,901 14,953

繰延税金資産 103,729 48,695

敷金及び保証金 147,189 130,859

保険積立金 64,673 61,980

その他 8,728 20,445

貸倒引当金 △24,153 △30,549

投資その他の資産合計 361,479 339,978

固定資産合計 447,385 487,934

資産合計 2,764,524 2,981,939
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（単位：千円）

当中間連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 99,082 163,573

短期借入金 1,530,000 1,410,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 41,216

※2
 80,205

未払金 102,470 134,928

未払費用 465,718 505,661

未払法人税等 41,382 18,470

賞与引当金 43,158 80,628

返品調整引当金 27,345 54,200

その他 ※3
 103,225 83,541

流動負債合計 2,453,599 2,531,209

固定負債

長期借入金 37,200 118,988

長期未払金 78,259 78,259

退職給付引当金 51,794 44,691

その他 575 2,019

固定負債合計 167,829 243,959

負債合計 2,621,428 2,775,169

純資産の部

株主資本

資本金 360,680 360,680

資本剰余金 96,066 96,066

利益剰余金 △457,742 △416,159

株主資本合計 △996 40,586

少数株主持分 144,091 166,183

純資産合計 143,095 206,769

負債純資産合計 2,764,524 2,981,939
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②【中間連結損益計算書】
（単位：千円）

当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 3,504,964 8,170,338

売上原価 2,629,838 6,250,673

売上総利益 875,125 1,919,664

販売費及び一般管理費 ※1
 789,306

※1
 2,084,996

営業利益又は営業損失（△） 85,819 △165,331

営業外収益

受取利息 453 1,724

受取配当金 575 718

法人税等還付加算金 1,342 －

保険解約返戻金 － 3,026

その他 920 2,262

営業外収益合計 3,292 7,732

営業外費用

支払利息 11,598 22,100

貸倒引当金繰入額 － 9,284

その他 1,414 3,268

営業外費用合計 13,012 34,653

経常利益又は経常損失（△） 76,099 △192,252

特別利益

貸倒引当金戻入額 5,928 －

債務保証損失引当金戻入額 － 3,210

特別利益合計 5,928 3,210

特別損失

固定資産除却損 － ※2
 2,672

投資有価証券評価損 45,822 427

貸倒引当金繰入額 3,592 －

たな卸資産評価損 － 97,121

事務所移転費用 9,000 9,613

減損損失 ※3
 44,990

※3
 123,882

その他 2,011 6,916

特別損失合計 105,417 240,632

税金等調整前中間純損失（△） △23,389 △429,674

法人税、住民税及び事業税 39,071 29,476

法人税等調整額 1,214 △14,943

法人税等合計 40,285 14,532

少数株主損失（△） △22,091 △40,622

中間純損失（△） △41,582 △403,584
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結株主資本等変動計算

書
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 360,680 360,680

当中間期末残高 360,680 360,680

資本剰余金

前期末残高 96,066 328,980

当中間期変動額

欠損填補 － △232,914

当中間期変動額合計 － △232,914

当中間期末残高 96,066 96,066

利益剰余金

前期末残高 △416,159 △245,489

当中間期変動額

欠損填補 － 232,914

中間純損失（△） △41,582 △403,584

当中間期変動額合計 △41,582 △170,670

当中間期末残高 △457,742 △416,159

株主資本合計

前期末残高 40,586 444,171

当中間期変動額

中間純損失（△） △41,582 △403,584

当中間期変動額合計 △41,582 △403,584

当中間期末残高 △996 40,586

少数株主持分

前期末残高 166,183 206,805

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△22,091 △40,622

当中間期変動額合計 △22,091 △40,622

当中間期末残高 144,091 166,183

純資産合計

前期末残高 206,769 650,976

当中間期変動額

中間純損失（△） △41,582 △403,584

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△22,091 △40,622

当中間期変動額合計 △63,674 △444,207

当中間期末残高 143,095 206,769
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・フロー

計算書
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失（△） △23,389 △429,674

減価償却費 26,021 90,782

減損損失 44,990 123,882

のれん償却額 711 17,936

貸倒引当金の増減額（△は減少） △9,193 19,885

賞与引当金の増減額（△は減少） △37,470 13,506

返品調整引当金の増減額（△は減少） △26,854 42,990

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） － △18,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,102 △6,282

受取利息及び受取配当金 △1,029 △2,443

支払利息 11,598 22,100

投資有価証券評価損益（△は益） 45,822 427

売上債権の増減額（△は増加） 350,059 193,229

たな卸資産の増減額（△は増加） △54,930 130,086

仕入債務の増減額（△は減少） △64,408 △81,329

未払金の増減額（△は減少） △33,221 6,586

未払費用の増減額（△は減少） △39,942 △48,156

未払消費税等の増減額（△は減少） 9,922 △39,436

その他 7,802 22,491

小計 213,590 58,582

利息及び配当金の受取額 1,029 2,443

利息の支払額 △11,300 △22,818

法人税等の支払額 △18,475 △182,497

法人税等の還付額 69,086 －

債務保証の履行による支出 － △14,953

営業活動によるキャッシュ・フロー 253,930 △159,244

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △749 △9,372

無形固定資産の取得による支出 △8,728 △96,115

保険積立金の解約による収入 － 18,000

敷金の差入による支出 △16,635 △8,201

その他の支出 △2,693 △5,387

その他の収入 636 14,300

投資活動によるキャッシュ・フロー △28,171 △86,776
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（単位：千円）

当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・フロー

計算書
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） 120,000 50,007

長期借入れによる収入 － 100,000

長期借入金の返済による支出 △120,777 △91,108

リース債務の返済による支出 △299 △8,046

配当金の支払額 △160 △71

その他 1 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,235 50,781

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 224,522 △195,240

現金及び現金同等物の期首残高 1,051,840 1,247,080

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 1,276,363

※1
 1,051,840
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　項目
当中間連結会計期間

（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　　　４社

連結子会社の名称

・株式会社バウハウス・エンタテインメン

ト

・株式会社インターアクティブデザイン

・株式会社ワークスコーポレーション

・株式会社マルチビッツ　

なお、株式会社バウハウス・エンタテインメ

ントは、平成21年10月１日付で、当社を存続会

社とする吸収合併を行ったため、同日付で解散

いたしました。

　また、株式会社インターアクティブデザイ

ンは、平成21年９月30日開催の同社臨時株主

総会において解散及び清算することを決議

し、同社の全事業は平成21年10月１日付で株

式会社ＩＭＡＧＩＣＡイメージワークスへ

譲渡いたしました。

　さらに、株式会社ワークスコーポレーショ

ンは、平成21年10月23日付で当社が所有する

株式をすべて売却したため、同日付で連結子

会社ではなくなりました。　　　

(1) 連結子会社の数　　　４社

 　 連結子会社の名称

・株式会社バウハウス・エンタテインメ

ント

・株式会社インターアクティブデザイン

・株式会社ワークスコーポレーション

・株式会社マルチビッツ

　 (2) 非連結子会社の名称等

　該当事項はありません。

(2) 非連結子会社の名称等

 　 同左　　

２．持分法の適用に関する事項 (1) 持分法を適用した関連会社数

　　該当事項はありません。　

　

(1) 持分法を適用した関連会社数

　　同左　

　 (2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関

連会社の名称等  

  　該当事項はありません。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び

関連会社の名称等  

　　同左

３．連結子会社の中間決算日（決算日）

等に関する事項

すべての連結子会社の中間期の末日は、中間連結

決算日と一致しております。

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。
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　項目
当中間連結会計期間

（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

４．会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のないもの

　移動平均法による原価法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のないもの

　同左

 ② ─────────

　

② デリバティブ

時価法

　 ③ たな卸資産

商品及び製品

　移動平均法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）

③ たな卸資産

　 商品及び製品　

　同左

 仕掛品

  個別法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）

仕掛品

同左　

　 　──────────

　

　

　

　

　

（会計方針の変更）

  通常の販売目的で保有するたな卸資産につい

ては、従来、主として移動平均法による原価法に

よっておりましたが、当連結会計年度より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基

準第９号平成18年７月５日公表分）が適用され

たことに伴い、主として移動平均法による原価

法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）により算定しており

ます。

　　これによる損益に与える影響は軽微であります。

　　 なお、セグメント情報に与える影響については、

該当箇所に記載しております。

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建物　８～10年

器具及び備品　４～６年

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

　同左　

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける５年以内の利用可能期間に基づく定額

法により償却しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

　同左

　 ③リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産　

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。

③リース資産

　　同左

　 (3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　同左
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　項目
当中間連結会計期間

（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ② 賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込

額の当中間連結会計期間負担額を計上してお

ります。

② 賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込

額の当連結会計年度負担額を計上しておりま

す。

   ③ 返品調整引当金
  出版物の返品による損失に備えるため、書籍

等の出版事業に係る期末日前２ヶ月間の売上

高に一定期間の返品率及び粗利率を乗じた額

を計上しております。

  ③ 返品調整引当金 

  　 同左

 ④ 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当中間連結

会計期間末における退職給付債務を計上して

おります。

④ 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務を計上しており

ます。

　 (4) その他中間連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

(4) その他連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項

　 　 消費税等の会計処理

  税抜方式によっております。

  消費税等の会計処理

  同左

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書

（連結キャッシュ・フロー計算書）

における資金の範囲

   手元現金、随時引き出し可能な預金からなっ

ております。

　

   同左

　

　　

【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】
　

当中間連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

──────────────────

　

　

　

　

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、当連結会計年度より

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号(平成５年６月17

日(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正)）及び「リース取

引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正)）を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

　なお、リース取引開始日に適用初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、前連結会計年度末における未経過リース料期

末残高相当額（利息相当額控除後）を取得価額とし、期首に取得したもの

としてリース資産に計上する方法によっております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　　

　

【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）
当中間連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、161,269千円であります。※１．有形固定資産の減価償却累計額は、155,583千円であります。

※２．現金及び預金2,400千円は、１年内返済予定の長期借入金2,400千

円の担保に供しております。

※２．現金及び預金4,800千円は、１年内返済予定の長期借入金4,800

千円の担保に供しております。

※３．消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏し

いため、流動負債の「その他」に含めて表示しております。

　　　─────────
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（中間連結損益計算書関係）
当中間連結会計期間

（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。

給与手当　　　 289,124千円

賞与引当金繰入額 32,110千円

地代家賃 82,310千円

給与手当 655,827千円

賞与引当金繰入額 80,985千円

業務委託費 82,268千円

退職給付費用 16,037千円

　　　─────────── ※２. 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　
　

　

　

　※３. 減損損失

　　以下の資産等について減損損失を計上しました。　 　　

 用途 種類 場所

共用資産　 建物 東京都渋谷区

コンテンツ

制作事業
建物 東京都渋谷区

デザインツール・コ

ンテンツサプライ事

業

建物

工具、器具及び備品

リース資産　

ソフトウェア 　

東京都渋谷区

　

　当社グループは、主に事業の区分別に資産のグルーピングを実施して

おります。共用資産である当社の本社事務所の一部を解約することに伴

い当該減少額を減損損失（9,128千円）として特別損失に計上しており

ます。

　コンテンツ制作事業につきましては、株式会社バウハウス・エンタテ

インメントの事務所移転に伴い当該減少額を減損損失（366千円）とし

て特別損失に計上しております。

　デザインツール・コンテンツサプライ事業につきましては、株式会社

マルチビッツの当期首に策定した事業計画と平成21年９月期の実績及

び市場動向を比較した結果、計画と将来予測損益との間に乖離が認めら

れたため、平成21年10月期以降の事業計画の見直しを実施し、それに伴

いデザインツール事業の固定資産を全額減損し、減損損失（35,495千

円）として特別損失に計上しております。減損損失の内訳は建物419千

円、工具、器具及び備品6,890千円、リース資産194千円、ソフトウェア

27,990千円であります。

　　

　

　

　

　

工具、器具及び備品 187千円

その他無形固定資産 2,485千円

合計 2,672千円

　 　
 ※３. 減損損失　

　     以下の資産について減損損失を計上しました。　

 用途 種類 場所

コンテンツ

制作事業　

建物

工具、器具及び備品

リース資産

ソフトウェア

その他無形固定資産

のれん　

東京都渋谷区

メディア事業 　ソフトウェア 東京都渋谷区

デザインツール・コ

ンテンツサプライ事

業

　ソフトウェア

  のれん　
東京都渋谷区

　　　　　 　　　　　　　　　　
　当社グループは、主に事業の区分別に資産のグルーピングを実施して
おります。コンテンツ制作事業の資産につきましては、株式会社イン

ターアクティブデザインの翌連結会計年度における事業撤退に伴い、同

社の固定資産を全額減損し減損損失（20,751千円）として特別損失を

計上しております。減損損失の内訳は建物3,697千円、工具、器具及び備

品5,694千円、リース資産1,922千円、ソフトウェア4,680千円、その他無

形固定資産239千円、のれん4,517千円であります。

　メディア事業の資産につきましては、株式会社ワークスコーポレー

ションの当期首に策定した事業計画と平成21年３月期の実績及び市場

動向を比較した結果、計画と将来予測損益との間に乖離が認められた

ため、次期以降の事業計画の見直しを実施し、それに伴って同事業の固

定資産を全額減損し減損損失（6,963千円）として特別損失に計上し

ております。

　デザインツール・コンテンツサプライ事業のソフトウェアにつきま

しては、株式会社マルチビッツの当期首に策定した事業計画と平成21

年３月期の実績及び市場動向を比較した結果、計画と将来予測損益と

の間に乖離が認められたため、次期以降の事業計画の見直しを実施し、

それに伴い同事業の固定資産を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（96,166千円）として特別損失に計上しております。減損

損失の内訳はソフトウェア60,527千円、のれん35,638千円であります。

　デザインツール・コンテンツサプライ事業の資産の回収可能額は使

用価値によって測定しており、将来キャッシュ・フローを2.572％で割

り引いて算出しております。　

　

　

EDINET提出書類

株式会社デジタルスケープ(E05459)

半期報告書

26/60



（中間連結株主資本等変動計算書関係）

当中間連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 29,304     － － 29,304

合計 29,304 － － 29,304

 

 ２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

　　　該当事項はありません。

　

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

　該当事項はありません。

　

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 29,304 － － 29,304

合計 29,304 － － 29,304

 

　

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

　　　該当事項はありません。　

　

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　該当事項はありません。　　
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
当中間連結会計期間

（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　（平成21年９月30日現在） 　　　　　　　　　　　　　（平成21年３月31日現在）

　 （千円）

 現金及び預金勘定 1,276,363

 現金及び現金同等物 1,276,363

　

　 （千円）

 現金及び預金勘定 1,051,840

 現金及び現金同等物 1,051,840

　

 

（リース取引関係）
当中間連結会計期間

（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１.ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引　

１.ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引　

　（1）リース資産の内容

　　  ──────────

　

　

　

　（2）リース資産の減価償却費の方法

　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４.会計

処理基準に関する事項（2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。　

　　

　（1）リース資産の内容

　　有形固定資産

　主として、人材コンサルティング事業における事務機器（工具、器

具及び備品）であります。

　　

　（2）リース資産の減価償却費の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４.会計処理

基準に関する事項（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。　
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（有価証券関係）

当中間連結会計期間末（平成21年９月30日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　該当事項はありません。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 6,319

非上場有価証券

（投資事業組合出資金）　
5,691

非上場有価証券

（合同会社出資金）
34,400

合計 46,410

　

（注）表中の金額は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において減損処理を行い、　 投

資有価証券評価損45,822千円を計上しております。

　

前連結会計年度末（平成21年３月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　該当事項はありません。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 6,813

非上場有価証券

（投資事業組合出資金）　
6,781

非上場有価証券

（合同会社出資金）
80,000

合計 93,594

　

EDINET提出書類

株式会社デジタルスケープ(E05459)

半期報告書

29/60



（デリバティブ取引関係）

　当中間連結会計期間末（平成21年９月30日）

　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

　該当事項はありません。

　

　

　前連結会計年度末（平成21年３月31日）

　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

　該当事項はありません。

　　　　　　　　

　

（ストック・オプション等関係）

　当中間連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

  該当事項はありません。

　

　前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　(1）ストック・オプションの内容

 
第２回（平成16年）
ストック・オプション

第３回（平成17年）
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

取締役　　　４名

監査役　　　２名

従業員　　　72名

取締役　　　４名

監査役　　　２名

従業員　　　54名

株式の種類別のストック・オプショ

ン数（注１）
普通株式　　254株（注２） 普通株式　　853株

付与日 平成16年３月24日 平成17年11月18日

権利確定条件
権利行使時において当社取締役、監査役

もしくは従業員の地位であること。

権利行使時において当社取締役、監査役

もしくは従業員の地位であること。

対象勤務期間 対象勤務期間は付されておりません。 対象勤務期間は付されておりません。 

権利行使期間
平成18年３月25日から平成26年３月24

日 

平成19年６月25日から平成27年６月24

日

　　　　(注）１.株式数に換算しております。

　 　 ２.平成17年５月20日をもって株式分割(１：３）を行っております。

３.当社は、平成21年３月23日から平成21年５月７日の間に実施された株式会社イマジカ・ロボット ホ　ー

ルディングスによる当社株式等の公開買付けにおいて、当社役員及び従業員が有する新株予約権の全部

について権利放棄する旨の申出を受理し、平成21年５月20日に抹消登記をいたしました。　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当中間連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 

人材コンサ
ルティング
事業
（千円）

コンテンツ
制作事業
（千円）

メディア
事業
（千円）

デザイン
ツール・コ
ンテンツサ
プライ事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社 
（千円）

連結
（千円）

　　売上高及び営業損

益
        

売上高         

(1）外部顧客に対

する売上高
2,286,355471,012175,205533,72538,6653,504,964    － 3,504,964

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

116,99737,1501,838 1,314 373 157,674△157,674    －

計 2,403,353508,163177,044535,03939,0383,662,638△157,6743,504,964

営業費用 2,340,674413,463178,573563,76480,5373,577,013△157,8683,419,144

営業利益又は

損失（△） 
62,67994,699△1,529△28,724△41,49985,625 193 85,819

　 （注）１．事業区分は、事業の内容によっております。

 ２．各事業の区分に属する主要な事業の内容

(1)人材コンサルティング事業

デジタルコンテンツ市場への人材供給及びクリエイター・企業向けの有料トレーニングの提供等

(2)コンテンツ制作事業

デジタルコンテンツの制作受託等

(3)メディア事業

クリエイター向け書籍・雑誌の販売等

(4)デザインツール・コンテンツサプライ事業

画像・動画・フォント等の素材を中心としたデザインツールの販売やコンテンツサプライ・サービス

(5)その他事業

上記事業区分に含まれないその他の事業

 ３．営業費用のうち配賦不能費用はありません。
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前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 

人材コンサ
ルティング
事業
（千円）

コンテンツ
制作事業
（千円）

メディア
事業
（千円）

デザイン
ツール・コ
ンテンツサ
プライ事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社 
（千円）

連結
（千円）

　　売上高及び営業損

益
        

売上高         

(1）外部顧客に対

する売上高
5,313,633743,978581,1701,424,757106,7988,170,338－ 8,170,338

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

185,08967,77310,71212,620 500 276,694△276,694 －

計 5,498,722811,751591,8821,437,377107,2988,447,033△276,6948,170,338

営業費用 5,352,799890,656769,7951,510,60488,8008,612,656△276,9868,335,669

営業利益又は

損失（△） 
145,922△78,905△177,91273,22618,498△165,623 291△165,331

　（注）１．事業区分は、事業の内容によっております。

２．各事業の区分に属する主要な事業の内容

(1)人材コンサルティング事業

デジタルコンテンツ市場への人材供給及びクリエイター・企業向けの有料トレーニングの提供等

(2)コンテンツ制作事業

デジタルコンテンツの制作受託等

(3)メディア事業

　 クリエイター向け書籍・雑誌の販売等

(4)デザインツール・コンテンツサプライ事業

画像・動画・フォント等の素材を中心としたデザインツールの販売やコンテンツサプライ・サービス

(5)その他

上記事業区分に含まれないその他の事業

３．営業費用のうち配賦不能費用はありません。

４. 会計方針の変更

　　（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４.会計処理基準に関する事項（1）重要な資産の評価基

準及び評価方法」に記載のとおり、当連結会計年度から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基

準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用しております。

　　　この変更による各セグメントの損益に与える影響は軽微であります。

　

　　（リース取引に関する会計基準の適用）　

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項変更に記載のとおり、当連結会計年度から「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30

日改正)）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月

18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正)）を適用しております。

　　　この変更による各セグメントの損益に与える影響は軽微であります。　　
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【所在地別セグメント情報】

当中間連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

当中間連結会計期間において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当

事項はありません。

　

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当

事項はありません。

　

【海外売上高】

当中間連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

当中間連結会計期間において、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載は省略しております。

　

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

前連結会計年度において、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載は省略しております。

　

（１株当たり情報）
当中間連結会計期間

（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 4,883.13円

１株当たり中間純損失金額 1,419.02円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 1,385.02円

１株当たり当期純損失金額 13,772.34円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

（注）１株当たり中間（当期）純純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額算定上の基礎は、

　　　以下のとおりであります。

　
当中間連結会計期間

（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり中間（当期）純損失金額   

中間（当期）純損失（△）（千円） △41,582 △403,584

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間（当期）純損失（△）（千

円）
△41,582 △403,584

期中平均株式数（株） 普通株式      29,304 普通株式    29,304

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純損失金額の算定に含めなかった潜

在株式の概要

 　　────────── 平成16年３月24日臨時株主総会で決議された

新株予約権（新株予約権の目的となる株式の

数489株）

 平成17年６月24日第10回定時株主総会で決

議された新株予約権（新株予約権の目的とな

る株式の数729株）
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（重要な後発事象）
当中間連結会計期間

（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．連結子会社株式会社バウハウス・エンタテインメントの合併

　当社は、平成21年10月１日付で、当社を存続会社、当社の連結子会社で

ある株式会社バウハウス・エンタテインメントを消滅会社とする吸収

合併を行いました。

 (1) 合併の理由

当社は、グループ再編を進めていくなかで、経営資源の集中と営業体

制の強化を図るべく、その一環として同社を吸収合併することとい

たしました。昨今、当社のゲーム会社への営業活動におきましては、

顧客ニーズが多様化していることから、本合併によって、企画・制作

・開発業務に特化した同社を統合し、迅速で適切な受注体制を構築

することで、顧客ニーズに応えたより強固な事業展開を推進し、企業

価値の向上を進めてまいります。

 (2) 合併する相手会社の名称

　　 株式会社バウハウス・エンタテインメント　　　　

（3）合併の要旨

　　 合併方式:               当社を存続会社とする吸収合併方式であ
り、同社は解散いたします。

　　 合併に係る割当ての内容: 同社は当社の完全子会社であるため、合併

による新株の発行、資本金の増加及び合

併交付金はありません。

　　 合併の効力発生日:　     平成21年10月１日

（4）合併する相手会社の事業内容

　　 デジタルコンテンツの制作受託等　

（5）合併後企業の名称

　　 株式会社デジタルスケープ

（6）実施する会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計基準委員会　最終改正平成20

年12月26日)及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第10号　

最終改正平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引として会計

処理を行います。　

　

２．連結子会社株式会社インターアクティブデザインの事業譲渡

 (1) 事業譲渡の理由

　   当社は、グループ再編の一環として事業構成の見直しを行うなかで、

株式会社インターアクティブデザインのシステムソリューション

サービス等と新たに親会社となった株式会社イマジカ・ロボット 

ホールディングスの連結子会社である株式会社ＩＭＡＧＩＣＡイ

メージワークスとの協業が、事業の効率化につながるものと判断し

たことによるものであります。

 (2) 譲渡する相手会社の名称

　 　株式会社ＩＭＡＧＩＣＡイメージワークス

 (3) 譲渡する事業の規模（平成22年３月中間期）

　　 売上高　　　　　　   91,540千円

　 　当期純利益 　 　　　　9,339千円
 (4) 事業の種類別セグメントにおいて、分離した事業が含まれていた事

業区分の名称

　　 コンテンツ制作事業

 (5) 譲渡の時期

　 平成21年10月１日

 (6) 譲渡価額

　   無償 

連結子会社株式会社インターアクティブデザインの解散

 当社は、平成21年６月19日開催の取締役会において、連結子会社である

株式会社インターアクティブデザイン株主総会における提案を前提と

して、同社を解散することを決議いたしました。

(1）解散に至った理由

当社は主力である人材コンサルティング事業に集中するため、当社

グループにおける事業の一部につき、売却、縮小、撤退の方針をすで

に打ち出しておりますが、その一環として、同社を解散することと

し、同社の事業につきましては、今後、グループ内の最適化を考慮し、

再編を進めていく予定です。

(2）解散する連結子会社の概要

　　 子会社の名称：株式会社インターアクティブデザイン

主な事業内容：Ｗｅｂコンテンツ制作業

資本金：100,000千円

大株主及び持株比率：株式会社デジタルスケープ　54.3％

(3）解散の時期

平成21年７月開催予定の同社臨時株主総会での解散決議を予定して

おります。

(4）解散する連結子会社の状況（平成21年３月期）

売上高 　　　　　　372,103千円

経常損失（△） 　 △63,048千円

当期純損失（△） △106,661千円

総資産        　　　99,576千円

純資産    　　　 △114,042千円
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当中間連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

３. 連結子会社株式会社ワークスコーポレーション株式の譲渡

　当社は、平成21年10月23日開催の取締役会の決議に基づいて、同日付

で連結子会社である株式会社ワークスコーポレーションの全株式を譲

渡する契約を締結し、同日に譲渡いたしました。

（1）株式譲渡の目的

当社は、グループ再編の一環として事業構成の見直しを行うなかで、

同社と同じく出版事業を営む株式会社ボーンデジタルの下で事業活

動を行うことがより効率的と判断したため、同社の全株式を譲渡す

るものであります。

（2）株式を譲渡する連結子会社の概要

　　 名称　　　　　　　　株式会社ワークスコーポレーション

     主な事業内容　　　　書籍等の出版

     当社と取引内容　　　資金の貸付等

     売上高　　　 　　　 177,040千円（平成22年３月中間期）

　　 当期純損失（△）　 △12,365千円（平成22年３月中間期）　　　　

　　 総資産　　　　　　　249,488千円（平成22年３月中間期末）

　　 純資産　　　　　△1,103,060千円（平成22年３月中間期末）

　　 従業員数　　　　　　27名（平成21年９月30日現在）

 (3) 事業の種類別セグメントにおいて、分離した事業が含まれていた事

業区分の名称

　　 メディア事業　

（4）株式譲渡の相手先の名称

　　 株式会社ボーンデジタル

（5）株式譲渡の時期

　　 平成21年10月23日

（6）譲渡株式数、譲渡価額、譲渡前後の所有株式状況及び所有割合

     譲渡前の所有株式数　  411,672株（所有割合 100.00％）　

     譲渡株式数　　　　　  411,672株（譲渡価額 411千円）

     譲渡後の所有株式数　  －株（所有割合 －％）

（7）その他

　　  上記の譲渡契約の中で、当社が同社に対して保有していた貸付債権

1,100,000千円の債権放棄を行っております。　

　

　

　

　

　

　

　

　

４. 希望退職者の募集について

　当社は、平成21年10月９日開催の取締役会において、事業規模に対応

した人員構成とし、早期の業績回復を実現すべく、希望退職者の募集を

行うことを決議いたしました。

　　希望退職者募集（初回）の概要は、以下のとおりであります。

（1）募集対象者　　コンテンツクリエイション・サポート事業部の営業

職を除く全正社員

（2）募集人員　　　20名

（3）募集期間　　　平成21年10月19日～平成21年11月２日

（4）退職日　　　　平成21年12月31日

（5）優遇措置　　　会社都合の退職金を支給するほか、割増退職金

（20％）を支給する。

　また、平成21年10月23日開催の取締役会において、募集人数に達しな

かった場合、募集対象者の範囲を広げて、追加募集を行うこと決議いた

しました。なお、初回希望退職者募集においては、募集人数に達しなかっ

たため、当該追加募集を実行いたしました。

 希望退職者募集（追加）の概要は、以下のとおりであります。

（1）募集対象者　　全正社員

（2）募集人員　　　14名（初回の応募者を除く）

（3）募集期間　　　平成21年11月10日～平成21年11月25日

（4）退職日　　　　平成22年１月31日

（5）優遇措置　　　会社都合の退職金を支給するほか、割増退職金

（20％）を支給する。

 　なお、初回募集及び追加募集において、応募人員は6名となりました。

　 この結果、当該希望退職に伴う会社都合の退職金及び、割増退職金の総

額は約4,857千円となり、特別損失に計上する予定であります。　
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（２）【その他】

　前中間連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は四半期連結財務諸表を作成している

ため、以下に参考情報として前第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）の四半期連結貸借対照表並び

に前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで） の四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書を記載しております。
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１　四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

　　           （単位：千円）

　
　

前第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

資産の部 　
流動資産 　
現金及び預金 1,007,037
受取手形及び売掛金 1,086,359
商品及び製品 147,151
仕掛品 60,649
その他 162,130
貸倒引当金 △2,259
流動資産合計 2,461,069

固定資産 　
有形固定資産 ※1　72,235
無形固定資産 　
のれん 51,258
その他 182,585
無形固定資産合計 233,843

投資その他の資産 ※2　386,432
固定資産合計 692,510

資産合計 3,153,580
負債の部 　
流動負債 　
支払手形及び買掛金 169,378
短期借入金 1,290,000
1年内返済予定の長期借入金 73,728
未払費用 548,245
未払法人税等 27,296
賞与引当金 75,210
その他の引当金 6,719
その他 235,486
流動負債合計 2,426,064

固定負債 　
長期借入金 66,516
退職給付引当金 57,546
その他 79,469
固定負債合計 203,532

負債合計 2,629,597
純資産の部 　
株主資本 　
資本金 360,680
資本剰余金 96,066
利益剰余金 △128,491
株主資本合計 328,254

少数株主持分 195,728
純資産合計 523,983

負債純資産合計 3,153,580
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（２）四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

　 （単位：千円） 　

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

　

売上高 4,116,421 　
売上原価 3,138,078 　
売上総利益 978,343 　

販売費及び一般管理費 ※　1,086,616 　

営業損失（△） △108,273 　
営業外収益 　 　
受取利息 1,102 　
受取配当金 574 　
デリバティブ評価益 566 　
保険解約返戻金 3,026 　
その他 880 　
営業外収益合計 6,150 　

営業外費用 　 　
支払利息 11,339 　
出資金評価損 2,975 　
その他 5 　
営業外費用合計 14,320 　

経常損失（△） △116,443 　
特別利益 　 　
債務保証損失引当金戻入額 3,210 　
特別利益合計 3,210 　

特別損失 　 　
固定資産除却損 2,672 　
減損損失 4,649 　
その他 561 　
特別損失合計 7,882 　

税金等調整前四半期純損失（△） △121,115 　
法人税等 5,878 　
少数株主損失（△） △11,077 　
四半期純損失（△） △115,916 　
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円） 　

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

　
　
　

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　

税金等調整前四半期純損失（△） △121,115 　

減価償却費 42,022 　

減損損失 4,649 　

のれん償却額 8,968 　

貸倒引当金の増減額（△は減少） 53,096 　

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,087 　

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △3,210 　

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,573 　

受取利息及び受取配当金 △1,676 　

支払利息 11,339 　

固定資産除却損 2,672 　

出資金評価損 2,975 　

売上債権の増減額（△は増加） 210,638 　

たな卸資産の増減額（△は増加） 14,221 　

仕入債務の増減額（△は減少） △75,735 　

未払金の増減額（△は減少） △8,927 　

未払費用の増減額（△は減少） △5,572 　

その他 △52,998 　

小計 96,008 　

利息及び配当金の受取額 1,676 　

利息の支払額 △12,696 　

法人税等の支払額 △107,936 　

債務保証の履行による支出 △14,953 　

営業活動によるキャッシュ・フロー △37,901 　

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　

有形固定資産の取得による支出 △5,741 　

無形固定資産の取得による支出 △78,719 　

保険積立金の解約による収入 18,000 　

その他の支出 △10,895 　

その他の収入 2,078 　

投資活動によるキャッシュ・フロー △75,279 　

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　

短期借入金の純増減額（△は減少） △69,993 　

長期借入金の返済による支出 △50,057 　

配当金の支払額 △62 　

リース債務の返済による支出 △6,748 　

財務活動によるキャッシュ・フロー △126,861 　

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △240,042 　

現金及び現金同等物の期首残高 1,247,080 　

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
　1,007,037 　　
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　
　
　

  会計処理基準に関する事項

の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

の変更

　たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産に

ついては、従来、主として移動平均法による

原価法によっておりましたが、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号　平成

18年７月５日）が適用されたことに伴い、

主として移動平均法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）により算定しておりま

す。

　これによる損益に与える影響は軽微であ

ります。

　なお、セグメント情報に与える影響につい

ては、当該箇所に記載しております。

　

　

　

　

　

  　
  （2）リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、従来、賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっておりましたが、

「リース取引に関する会計基準」（企業会

計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16

号（平成６年１月18日（日本公認会計士協

会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が平成20年４月１日以後開始する連

結会計年度に係る四半期連結財務諸表から

適用することができることになったことに

伴い、第１四半期連結会計期間からこれら

の会計基準等を適用し、通常の売買取引に

係る会計処理によっております。また、所有

権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であ

ります。

　なお、セグメント情報に与える影響につい

ては、当該箇所に記載しております。
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四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　
　
　

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会

計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に

当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含め

て表示しております。

　

　

 　

注記事項

（四半期連結貸借対照表関係）

前第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

※１. 有形固定資産の減価償却累計額は150,862千円であります。

※２. 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 82,738千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　
　
　

※    販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。　

　

 給与手当　 332,331千円 

 賞与引当金繰入額 75,460千円

 退職給付費用 8,414千円

 貸倒引当金繰入額 53,514千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　
　
　

　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　   （平成20年９月30日現在）

　

　

 （千円）

現金及び預金勘定  1,007,037

現金及び現金同等物  1,007,037

 

　
　

 

（株主資本等関係）

前第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　29,304株
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（セグメント情報）

事業の種類別セグメント情報

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 

人材コンサ
ルティング
事業
（千円）

コンテンツ
制作事業
（千円）

メディア事
業

（千円）

デザイン
ツール・コ
ンテンツサ
プライ事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社 
（千円）

連結
（千円）

売上高                                 

(1）外部顧客に対

する売上高
2,762,921295,622247,529743,04367,3044,116,421－ 4,116,421

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

93,95635,4375,213 4,521 500 139,629△139,629 －

計 2,856,877331,059252,743747,56567,8044,256,051△139,6294,116,421

営業利益又は

損失（△） 
91,136△85,266△78,119△61,64925,626△108,273 － △108,273

　 （注）１．事業区分は、事業の内容によっております。

２．各事業の区分に属する主要な事業の内容

   　　　　　(1)人材コンサルティング事業

 　　　　　　　 デジタルコンテンツ市場への人材供給及びクリエイター・企業向けの有料トレーニングの提供等

 　　　　　　(2)コンテンツ制作事業

　　　　　　　　デジタルコンテンツの制作受託等

 　　　　　　(3)メディア事業

　　　　　　　　クリエイター向け書籍・雑誌の販売等

 　　　　　　(4)デザインツール・コンテンツサプライ事業

　　　　　　　　画像・動画・フォント等の素材を中心としたデザインツールの販売やコンテンツサプライ・サービス

 　　　　　　(5)その他事業

　　　　　　　　上記事業区分に含まれないその他の事業

３．会計処理の方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(1)に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日)を適用してお

りますが、各セグメントの営業損益に与える影響は軽微であります。

（リース取引に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(2)に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成19年３月30日　企業会計基準第13

号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成19年３月30日　企業会計基

準適用指針第16号)が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度から適用できることになったことに伴

い、第１四半期連結会計期間より同会計基準並びに同適用指針を適用しておりますが、各セグメントの営業

損益に与える影響は軽微であります。

４．事業区分名称の変更

　第１四半期連結会計期間よりセグメントの区分名称を「出版事業」から「メディア事業」に変更いたしま

した。なお、「人材コンサルティング事業」「コンテンツ制作事業」「デザインツール・コンテンツサプライ

事業」「その他事業」は変更ありません。
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所在地別セグメント情報

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　　至平成20年９月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません

 

海外売上高

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　　至平成20年９月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

 　

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比べて著しい変動がありませ

ん。

 　

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引については、当該取引が事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該取引の契約額

その他の金額に前連結会計年度の末日と比べて著しい変動が認められるものはありません。

 　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。 

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

前第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

１株当たり純資産額 11,201.71円

 

２．１株当たり四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　
　
　

１株当たり四半期純損失金額 △3,955.65円 　 　　

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　
　
　

四半期純損失（千円） △115,916 　

普通株主に帰属しない金額（千円） － 　

普通株式に係る四半期純損失（千円） △115,916 　

期中平均株式数（株） 29,304 　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ 　

 　

（重要な後発事象）

　      該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

（単位：千円）

当中間会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 790,573 699,464

売掛金 564,260 771,854

繰延税金資産 18,735 76,307

未収入金 15,114 51,888

その他 67,210 73,178

貸倒引当金 △1,866 △1,787

流動資産合計 1,454,028 1,670,904

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 16,864 29,065

工具、器具及び備品（純額） 12,915 15,255

リース資産（純額） － 299

有形固定資産合計 ※1
 29,779

※1
 44,621

無形固定資産

ソフトウエア 34,396 44,877

その他 1,379 1,430

無形固定資産合計 35,776 46,307

投資その他の資産

投資有価証券 46,330 93,243

関係会社株式 508,505 508,505

関係会社長期貸付金 1,256,000 1,100,000

繰延税金資産 102,709 48,695

敷金及び保証金 147,189 130,844

その他 128,983 65,885

貸倒引当金 △1,217,634 △1,094,545

投資その他の資産合計 972,083 852,628

固定資産合計 1,037,639 943,557

資産合計 2,491,668 2,614,462
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（単位：千円）

当中間会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 1,530,000 1,330,000

関係会社短期借入金 120,000 120,000

1年内返済予定の長期借入金 10,200 10,200

未払金 86,320 216,670

未払費用 458,430 492,685

未払法人税等 3,582 －

賞与引当金 24,521 51,142

関係会社整理損失引当金 － ※2
 114,042

その他 ※2
 69,578 36,173

流動負債合計 2,302,633 2,370,914

固定負債

長期借入金 34,700 39,800

退職給付引当金 50,595 44,053

長期未払金 78,259 78,259

固定負債合計 163,555 162,113

負債合計 2,466,189 2,533,027

純資産の部

株主資本

資本金 360,680 360,680

資本剰余金

資本準備金 96,066 96,066

資本剰余金合計 96,066 96,066

利益剰余金

利益準備金 － －

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △431,267 △375,311

利益剰余金合計 △431,267 △375,311

株主資本合計 25,479 81,435

純資産合計 25,479 81,435

負債純資産合計 2,491,668 2,614,462
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②【中間損益計算書】
（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 2,841,942 6,091,235

売上原価 2,232,132 4,624,031

売上総利益 609,809 1,467,203

販売費及び一般管理費 ※1
 585,537

※1
 1,390,313

営業利益 24,271 76,890

営業外収益

営業外収益合計 ※2
 13,097

※2
 18,724

営業外費用

営業外費用合計 ※3
 11,624

※3
 19,864

経常利益 25,745 75,750

特別損失

特別損失合計 ※4, ※5
 76,879

※4
 458,402

税引前中間純損失（△） △51,134 △382,652

法人税、住民税及び事業税 1,263 26,906

法人税等調整額 3,558 △34,247

法人税等合計 4,821 △7,340

中間純損失（△） △55,955 △375,311
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③【中間株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前事業年度の
要約株主資本等変動計算書

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 360,680 360,680

当中間期末残高 360,680 360,680

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 96,066 328,980

当中間期変動額

欠損填補 － △232,914

当中間期変動額合計 － △232,914

当中間期末残高 96,066 96,066

資本剰余金合計

前期末残高 96,066 －

当中間期末残高 96,066 96,066

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 － 4,120

当中間期変動額

欠損填補 － △4,120

当中間期変動額合計 － △4,120

当中間期末残高 － －

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △375,311 △237,034

当中間期変動額

中間純損失（△） △55,955 △375,311

欠損填補 － 237,034

当中間期変動額合計 △55,955 △138,277

当中間期末残高 △431,267 △375,311

利益剰余金合計

前期末残高 △375,311 △232,914

当中間期変動額

中間純損失（△） △55,955 △375,311

欠損填補 － 232,914

当中間期変動額合計 △55,955 △142,397

当中間期末残高 △431,267 △375,311

株主資本合計

前期末残高 81,435 456,746

当中間期変動額

中間純損失（△） △55,955 △375,311
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（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前事業年度の
要約株主資本等変動計算書

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当中間期変動額合計 △55,955 △375,311

当中間期末残高 25,479 81,435

純資産合計

前期末残高 81,435 456,746

当中間期変動額

中間純損失（△） △55,955 △375,311

当中間期変動額合計 △55,955 △375,311

当中間期末残高 25,479 81,435
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
当中間会計期間

（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方法 (1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法　

その他有価証券

時価のないもの

同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりでありま

す。

建物　８～10年

器具及び備品　４～６年

(1）有形固定資産（リース資産を除く）　

同左　

 (2）無形固定資産（リース資産除く）

　定額法を採用しております。

　自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける５年以内の利用可能期間に基づく定額法に

より償却しております。

(2）無形固定資産（リース資産除く）

同左

　 (3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産　

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

(3) リース資産

　　同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額

の当中間会計期間負担額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込

額の当事業年度負担額を計上しております。

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期

間末における退職給付債務を計上しておりま

す。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務を計上しております。

 (4)　──────────

　

(4）関係会社整理損失引当金

　関係会社の整理に伴う損失に備えるため、当

該関係会社の資産内容等を勘案し、当社の損失

負担見込額を計上しております。

４．その他中間財務諸表（財務諸表）作

成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】
当中間会計期間

（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　　　　─────────────　

　

　

　

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、当事業年度より

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号(平成５年６月

17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正)）及び「リース

取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平

成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月

30日改正)）を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　なお、リース取引開始日に適用初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、前事業年度末における未経過リース料期末

残高相当額（利息相当額控除後）を取得価額とし、期首に取得したもの

としてリース資産に計上する方法によっております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。　

 

【注記事項】

（中間貸借対照表関係）
当中間会計期間末

（平成21年９月30日）
前事業年度末

（平成21年３月31日）

※１. 有形固定資産の減価償却累計額は、107,378千円であります。 　 ※１. 有形固定資産の減価償却累計額は、104,030千円であります。　　　

　　　　　　　　　

　

※２．消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏

しいため、流動負債の「その他」に含めて表示しております。

  　　

  ──────────

　

　

　

　

※２. 偶発債務

　子会社である株式会社インターアクティブデザインの金融機関から

の借入金122,000千円に対して債務保証を行っております。

　これに対して関係会社整理損失引当金114,042千円を計上しておりま

す。

　

 

EDINET提出書類

株式会社デジタルスケープ(E05459)

半期報告書

51/60



（中間損益計算書関係）
当中間会計期間

（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの　　

役員報酬 26,268千円　

給与手当 224,296千円

賞与 554千円

賞与引当金繰入額 24,521千円

法定福利費 33,555千円

広告宣伝費 13,855千円

業務委託費 54,314千円

地代家賃 59,057千円

退職給付費用 7,368千円

減価償却費 17,166千円

　　

※２　営業外収益のうち主要なもの

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの　　

役員報酬 71,094千円　

給与手当 458,907千円

賞与 58,486千円

賞与引当金繰入額 51,142千円

法定福利費 78,824千円

広告宣伝費 54,236千円

業務委託費 125,615千円

地代家賃 120,238千円

退職給付費用 13,886千円

減価償却費 49,773千円

　　

※２　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 11,501千円

受取配当金     575千円

法人税等還付加算金 771千円

　

受取利息　　 17,642千円

受取配当金 718千円

※３　営業外費用のうち主要なもの ※３　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 10,533千円

投資有価証券評価損     1,090千円

支払利息 16,645千円

投資有価証券評価損 3,218千円

　 　

※４　特別損失のうち主要なもの ※４　特別損失のうち主要なもの

投資有価証券評価損 45,822千円

貸倒引当金繰入額 12,896千円

減損損失 9,128千円

事務所移転費用 9,000千円

　

貸倒引当金繰入額 308,530千円

関係会社整理損失引当金繰入額 114,042千円

関係会社株式評価損 35,387千円

投資有価証券評価損 307千円

　

※５　減損損失

　当中間会計期間において、当社は以下の資産グループについて

減損損失を計上いたしました。

 用途 種類 場所

事務所設備  建物 東京都渋谷区

　

　当社は、主に事業の区分別に資産のグルーピングを実施しており

ます。グルーピング単位である各事業においては、減損の兆候があ

りませんでしたが、共用資産である本社事務所の一部を解約するこ

とに伴い当該減少額を減損損失(9,128千円)として特別損失に計上

しております。　　

　

　　  ──────────　

６　減価償却実施額 ６　減価償却実施額

有形固定資産 6,243千円

無形固定資産 10,923千円

　

有形固定資産 19,248千円

無形固定資産 30,524千円

　

（中間株主資本等変動計算書関係）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　該当事項はありません。
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（リース取引関係）
当中間会計期間

（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引　

ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引　

１．リース資産の内容

　　───────　　
　

２. リース資産の減価償却の方法

　　中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項「２.固定資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。　　

１．リース資産の内容

　　有形固定資産

　　主として、人材コンサルティング事業における事務機器（工具、器具

及び備品）であります。

　

２. リース資産の減価償却の方法

　　重要な事項会計方針「２.固定資産の減価償却の方法」に記載のと

おりであります。　　

　　

　

 

（有価証券関係）

当中間会計期間末（平成21年９月30日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度末（平成21年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

　

（１株当たり情報）

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。　
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（重要な後発事象）

当中間会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．子会社株式会社バウハウス・エンタテインメントの合併

　当社は、平成21年10月１日付で、当社を存続会社、当社の子会社株であ

る株式会社バウハウス・エンタテインメントを消滅会社とする吸収合

併を行いました。

 (1) 合併の理由

　当社は、グループ再編を進めていくなかで、経営資源の集中と営業体

制の強化を図るべく、その一環として同社を吸収合併することとい

たしました。昨今、当社のゲーム会社への営業活動におきましては、

顧客ニーズが多様化していることから、本合併によって、企画・制

作・開発業務に特化した同社を統合し、迅速で適切な受注体制を構

築することで、顧客ニーズに応えたより強固な事業展開を推進し、

企業価値の向上を進めてまいります。

 (2) 合併する相手会社の名称

　　 株式会社バウハウス・エンタテインメント

（3）合併する相手会社の事業内容

　　 デジタルコンテンツの制作受託等　

（4）合併の要旨

　　 合併方式:               当社を存続会社とする吸収合併方式であ

り、同社は解散いたします。

　　 合併に係る割当ての内容: 同社は当社の完全子会社であるため、合併
による新株の発行、資本金の増加及び合

併交付金はありません。

　　 合併の効力発生日:　     平成21年10月１日

（5）合併後企業の名称

　　 株式会社デジタルスケープ

（6）実施する会計処理の概要

 「企業結合に係る会計基準」(企業会計基準委員会　最終改正平成20

年12月26日)及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第10

号　最終改正平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引とし

て会計処理を行います。　

（7）その他

　　 合併に伴い、同社から受入れた純資産と当社の所有する同社株式（抱

合株式）の帳簿価額との差額111,776千円を平成22年３月期通期に

特別利益として計上いたします。

　

２．子会社株式会社インターアクティブデザインに対する債権の一部放

棄

　当社は、平成21年9月18日開催の取締役会において、同社に対する債権

の一部について、債権放棄する旨の決議を行いました。

（1）債権放棄に至った理由

　　　当社の連結子会社である株式会社インターアクティブデザインは、平

成21年９月30日開催の臨時株主総会において、平成21年10月１日付

で、同社の全事業を株式会社ＩＭＡＧＩＣＡイメージワークスへ譲

渡すること、及び平成21年９月30日付で同社の事業活動を停止する

ことにより解散及び清算することを決議いたしました。これに伴っ

て同社に対する貸付債権の一部を放棄することといたしました。

（2）債権放棄する相手会社の名称

 株式会社インターアクティブデザイン

（3）債権放棄する時期

　　　未定　

（4）債権放棄の額

　　貸付金126,000千円から清算会社による弁済額を除いた金額

（5）当該債権放棄が当社の事業に及ぼす影響

平成21年３月期決算において損失発生見込額を関係会社整理損失

引当金として計上しており、当該債権放棄が平成22年３月期の業績

に及ぼす影響はありません。　

子会社株式会社インターアクティブデザインの解散

　当社は、平成21年６月19日開催の取締役会において、子会社である株

式会社インターアクティブデザイン株主総会における提案を前提とし

て、同社を解散することを決議いたしました。

（1）解散に至った理由

当社は主力である人材コンサルティング事業に集中するため、当

社グループにおける事業の一部につき、売却、縮小、撤退の方針を

すでに打ち出しておりますが、その一環として、同社を解散するこ

ととし、同社の事業につきましては、今後、グループ内の最適化を

考慮し、再編を進めていく予定です。

（2）解散する子会社の概要　

子会社の名称：株式会社インターアクティブデザイン

主な事業内容：Ｗｅｂコンテンツ制作業

資本金：100,000千円

大株主及び持株比率：株式会社デジタルスケープ　54.3％

（3）解散の時期　

平成21年７月開催予定の同社臨時株主総会での解散決議を予定し

ております。

（4）解散する子会社の状況（平成21年３月期）　

売上高　　　　　　　　　372,103千円

経常損失（△）　　　 　△63,048千円

当期純損失（△）　　　△106,661千円　

総資産　　　　　　　   　99,576千円

純資産　　　　　　　　△114,042千円　
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当中間会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

３. 連結子会社株式会社ワークスコーポレーション株式の譲渡

　当社は、平成21年10月23日開催の取締役会の決議に基づいて、同日付

で連結子会社である株式会社ワークスコーポレーションの全株式を譲

渡する契約を締結し、同日に譲渡いたしました。

（1）株式譲渡の目的

 当社は、グループ再編の一環として事業構成の見直しを行うなか

で、同社と同じく出版事業を営む株式会社ボーンデジタルの下で事

業活動を行うことがより効率的と判断したため、同社の全株式を譲

渡するものであります。

（2）株式を譲渡する連結子会社の概要

　　 名称　　　　　　　　株式会社ワークスコーポレーション

     主な事業内容　　　　書籍等の出版

     当社と取引内容　　　資金の貸付等

     売上高　　　 　　　 177,040千円（平成22年３月中間期）

　　 当期純損失（△）　 △12,365千円（平成22年３月中間期）　　　　

　　 総資産　　　　　　　249,488千円（平成22年３月中間期末）

　　 純資産　　　　　△1,103,060千円（平成22年３月中間期末）

　　 従業員数　　　　　　27名（平成21年９月30日現在）

 (3) 事業の種類別セグメントにおいて、分離した事業が含まれていた事

業区分の名称

　　 メディア事業　

（4）株式譲渡の相手先の名称

　　 株式会社ボーンデジタル

（5）株式譲渡の時期

　　 平成21年10月23日

（6）譲渡株式数、譲渡価額、譲渡前後の所有株式状況及び所有割合

     譲渡前の所有株式数　  411,672株（所有割合 100.00％）　

     譲渡株式数　　　　　  411,672株（譲渡価額 411千円）

     譲渡後の所有株式数　  －株（所有割合 －％）

（7）その他

　　  上記の譲渡契約の中で、当社が同社に対して保有していた貸付債権

1,100,000千円の債権放棄を行っております。

　　 　当該債権放棄について、平成21年３月期において1,090,696千円の貸

倒引当金を設定しております。また平成22年３月中間期において

9,304千円を特別損失に計上しております。
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当中間会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

４.　希望退職者の募集について

　当社は、平成21年10月９日開催の取締役会において、事業規模に対応

した人員構成とし、早期の業績回復を実現すべく、希望退職者の募集を

行うことを決議いたしました。

　　希望退職者募集（初回）の概要は、以下のとおりであります。

（1）募集対象者　　コンテンツクリエイション・サポート事業部の営業職

を除く全正社員

（2）募集人員　　　20名

（3）募集期間　　　平成21年10月19日～平成21年11月２日

（4）退職日　　　　平成21年12月31日

（5）優遇措置　　　会社都合の退職金を支給するほか、割増退職金（20％）

を支給する。

　また、平成21年10月23日開催の取締役会において、募集人数に達しな

かった場合、募集対象者の範囲を広げて、追加募集を行うこと決議いたし

ました。なお、初回希望退職者募集においては、募集人数に達しなかった

ため、当該追加募集を実行いたしました。

 希望退職者募集（追加）の概要は、以下のとおりであります。

（1）募集対象者　　全正社員

（2）募集人員　　　14名（初回の応募者を除く）

（3）募集期間　　　平成21年11月10日～平成21年11月25日

（4）退職日　　　　平成22年１月31日

（5）優遇措置　　　会社都合の退職金を支給するほか、割増退職金（20％）

を支給する。

   なお、初回募集及び追加募集において、応募人員は6名となりました。

　 この結果、当該希望退職に伴う会社都合の退職金及び、割増退職金の総

額は約4,857千円となり、特別損失に計上する予定であります。　

　

　

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第14期）（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

平成21年６月25日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書

　　基準日（平成21年３月31日）　平成21年６月25日関東財務局長に提出

(3）臨時報告書

平成21年５月８日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（親会社の異動）の規定に基づく臨時報告書で

あります。

平成21年５月21日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換契約の締結）の規定に基づく臨時報告書で

あります。

平成21年８月24日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３（重要な吸収合併）の規定に基づく臨時報告書であり

ます。

平成21年９月24日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第11号（債権の取立不能のおそれ）の規定に基づく臨時報告書で

あります。

平成21年10月27日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）及び第11号（債権の取立不能のおそ

れ）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成21年11月18日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（重要な後発事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成21年12月25日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（重要な後発事象）の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

 平成21年12月22日

株式会社デジタルスケープ  

　

 取締役会　御中    

　

 有限責任監査法人トーマツ  

　

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙橋　正伸　　　印　

　

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 菊地　徹　　　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社デジタルスケープの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成21年

４月１日から平成21年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社デジタルスケープ及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。

　

　　

　

　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．中間連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

 平成21年12月22日

株式会社デジタルスケープ  

　

 取締役会　御中    

　

 有限責任監査法人トーマツ  

　

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙橋　正伸　　　印

　

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 菊地　徹　　　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社デジタルスケープの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第15期事業年度の中間会計期間（平成21年４

月１日から平成21年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等

変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資家の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社デジタルスケープの平成21年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成21年４月１

日から平成21年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

追記情報

　重要な後発事象１．に記載されているとおり、会社は平成21年10月１日付で、子会社の株式会社バウハウス・エンタテイ

ンメントを吸収合併した。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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